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○上越教育大学入学料等免除及び徴収猶予規程

（平成16年４月１日規程第76号）

最終改正 令和３年２月３日規程第７号

第１章 総則

（趣旨）

第１条 上越教育大学学則（平成16年学則第１号）第84条に規定する入学料及び授業料の

免除及び徴収猶予並びに寄宿料の免除の取扱いについては，他に別段の定めがあるもの

のほか，この規程の定めるところによる。

（定義）

第１条の２ この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるとこ

ろによる。

(1) 学資負担者 上越教育大学（以下「本学」という。）に入学する者の学資を主とし

て負担している者をいう。

(2) 機構 独立行政法人日本学生支援機構をいう。

(3) 保護者 父母又は父母に代わり家計支持者になっている者（配偶者があるときは，

配偶者を含む。）をいう。

(4) 給付奨学金 大学等における修学の支援に関する法律に基づき，機構が支給する給

付奨学金

（許可）

第２条 本学における入学料及び授業料の免除及び徴収猶予並びに寄宿料の免除は，当該

免除等の申請に基づき，学生委員会の議に付し，学長が許可する。ただし，第３条の２

及び第９条の２の規定による入学料及び授業料の免除については，学長が許可する。

第２章 入学料の免除

（経済的理由及び特別な事情による免除）

第３条 本学に入学する者（科目等履修生及び研究生として入学する者を除く。以下同

じ。）で，次の各号のいずれかに該当する場合は，原則として入学料の全額又は半額を

免除することができる。

(1) 本学の大学院に入学する者で，経済的理由により入学料の納付が困難であり，かつ，

学業優秀と認められる場合

(2) 入学前１年以内において，学資負担者が死亡し，又は本学に入学する者若しくは学

資負担者が風水害等の災害を受けたことにより入学料の納付が著しく困難であると認

められる場合

(3) 前号に準ずる場合で，学長が相当と認める事由がある場合

（高等教育の修学支援新制度による免除）

第３条の２ 本学に入学する者で，給付奨学金の支援区分が次の各号のいずれかに該当す

る者の入学料は次のとおりとする。

(1) 第Ⅰ区分の者は，入学料の全額を免除

(2) 第Ⅱ区分の者は，入学料の３分の２を免除
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(3) 第Ⅲ区分の者は，入学料の３分の１を免除

（免除の申請）

第４条 第３条の規定による入学料の免除を受けようとする者は，別記第１号様式の入学

料免除許可申請書に次の各号に掲げる書類を添付して，入学手続期間内に学長に申請し

なければならない。

(1) 家計調査書

(2) 市町村長等が発行する所得を確認できる証明書（以下「所得証明書」という。）

(3) 第３条第２号に該当する場合は，死亡の事実を証明する書類（以下「死亡証明書」

という。）又は市町村長等が発行するり災証明書（以下「り災証明書」という。）

(4) 第３条第３号に該当する場合は，申請の事由を証明する書類

(5) その他本学が必要と認める書類

２ 第３条の２の規定による入学料の免除を受けようとする者は，別記第２号様式の大学

等における修学の支援に関する法律による授業料等減免の対象者の認定に関する申請書

を入学手続期間内に学長に申請しなければならない。ただし，給付奨学金の在学採用に

申請する新入生については，本学の定める手続期間内に学長に申請しなければならない。

（申請者の除籍による免除）

第５条 入学料の免除又は徴収猶予を申請した者で，次の各号のいずれかに該当する場合

は，その者に係る未納の入学料の全額を免除する。

(1) 第８条第１項に規定する徴収を猶予された期間内又は同条第２項に規定する納付期

間内において死亡したことにより除籍した場合

(2) 第８条第２項に規定する納付期間内において納付すべき入学料を納付しないことに

よって除籍した場合

第３章 入学料の徴収猶予

（経済的理由及び特別な事情による徴収猶予）

第６条 本学に入学する者で，次の各号のいずれかに該当する場合は，入学料の徴収を猶

予することができる。

(1) 経済的理由により納付期限までに入学料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と認

められる場合

(2) 入学前１年以内において，学資負担者が死亡し，又は本学に入学する者若しくは学

資負担者が風水害等の災害を受け，納付期限までに入学料の納付が困難であると認め

られる場合

(3) その他やむを得ない事情があると認められる場合

２ 入学料の徴収猶予の期間は，当該入学に係る年度を超えない期間とし，許可の都度定

める。

（高等教育の修学支援新制度による徴収猶予）

第６条の２ 本学に入学する者で，給付奨学金の採用が決定した者（以下「給付奨学生」

という。）は，入学料の徴収を猶予することができる。

２ 入学料の徴収猶予の期間は，当該入学に係る年度を超えない期間とし，許可の都度定

める。

（徴収猶予の申請）
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第７条 第６条第１項の規定による入学料の徴収猶予を受けようとする者は，別記第３号

様式の入学料徴収猶予許可申請書に次の各号に掲げる書類を添付して，入学手続期間内

に学長に申請しなければならない。ただし，入学料の免除の申請をした者は，免除の不

許可又は半額免除の許可を告知した日から起算して14日以内に徴収猶予の申請をするこ

とができる。

(1) 家計調査書

(2) 所得証明書

(3) 前条第１項第２号に該当する場合は，死亡証明書又はり災証明書

(4) 前条第１項第３号に該当する場合は，申請の事由を証明する書類

(5) その他本学が必要と認める書類

２ 第６条の２の規定による入学料の徴収猶予を受けようとする者は，授業料等減免認定

結果通知書を発行した日から起算して14日以内に徴収猶予の申請をすることができる。

（申請者に係る徴収の猶予等）

第８条 入学料の免除又は徴収猶予を申請した者については，免除又は徴収猶予を許可し，

又は不許可とするまでの間，入学料の徴収を猶予する。

２ 免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者（前条ただし

書により徴収猶予の申請をした者を除く。）は，免除若しくは徴収猶予の不許可又は半

額免除の許可を告知された日から起算して14日以内に，納付すべき入学料を納付しなけ

ればならない。

第４章 授業料の免除

（経済的理由及び特別な事情による免除）

第９条 本学の学生で，経済的理由により授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と

認められる場合は，原則として当該期分の授業料の全額又は半額を免除することができ

る。ただし，学部学生で免除できる者は，令和元年度に係る授業料免除申請者（ただし，

家計基準非該当者を除く。）であった者とする。

２ 前項に規定するもののほか，次の各号のいずれかに該当する特別な事情により授業料

の納付が著しく困難であると認められる場合は，原則として当該事由の発生した日の属

する期の翌期分の授業料（当該事由の発生した日が当該期分の授業料の納付期限以前で

あり，かつ，その期分の授業料を納付していない場合は，その期分の授業料）の全額又

は半額を免除することができる。

(1) 授業料の各期ごとの納期前６月以内（新入学者に対する入学した日の属する期分に

ついては，入学前１年以内）において，学資負担者が死亡し，又は学生若しくは学資

負担者が風水害等の災害を受けた場合

(2) 前号に準ずる場合で，学長が相当と認める事由がある場合

（高等教育の修学支援新制度による免除）

第９条の２ 本学学部の学生で，給付奨学生の支援区分が次の各号のいずれかに該当する

者については，当該期分の授業料は次のとおりとする。

(1) 第Ⅰ区分の者は，授業料の全額を免除

(2) 第Ⅱ区分の者は，授業料の３分の２を免除

(3) 第Ⅲ区分の者は，授業料の３分の１を免除
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（大学院修学休業制度等を利用して修学する者の免除）

第９条の３ 本学大学院の学生で，次の各号のいずれかに該当する者については，原則と

して当該期分の授業料の全額を免除することができる。

(1) 教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第26条の規定による大学院修学休業の制

度を利用して修学する者

(2) 国家公務員の自己啓発等休業に関する法律（平成19年法律第45号）の規定による自

己啓発等休業の制度を利用して修学する者

(3) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第26条の５の規定による自己啓発等休業の

制度を利用して修学する者

２ 前項に準ずる者で，学長が特に認める者は，原則として当該期分の授業料の全額を免

除することができる。

（名簿登載期間延長制度を利用して修学する者の免除）

第９条の４ 教員採用候補者名簿登載期間延長等の特例措置（以下「名簿登載期間延長制

度」という。）を利用して修学する者については，原則として当該期分の授業料の全額

又は半額を免除することができる。

（社会経験を有し教員免許状を所有する者の免除）

第９条の５ 本学大学院の学生で，次の各号の全ての条件を満たす者は，入学年度の授業

料の半額を免除することができる。

(1) 本学学則第61条に該当する入学資格を満たした後５年以上の社会経験を有する者

(2) 教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第４条に規定する教員の普通免許状（以

下「教員免許状」という。）を所有する者

(3) 入学時における年齢が50歳未満の者

２ 前項に準ずる者で，学長が特に認める者は，入学年度の授業料の半額を免除すること

ができる。

３ 次の各号に掲げる者は，前２項を適用しない。

(1) 現職教育のため任命権者の命により派遣される現職教員

(2) 前２条のいずれかに該当する者

（休学又は退学による免除）

第１０条 休学を許可し，又は命じた場合は，月割計算により休学する日の属する月の翌

月（休学する日が月の初日に当たるときは，その月）から復学する日の属する月の前月

までの授業料を免除する。ただし，休学する日が当該期分授業料の納付期限経過後であ

り，休学する者が授業料の徴収猶予を許可されていない場合は，その期分の授業料は免

除しない。

２ 授業料の徴収猶予を許可されている者に退学を許可した場合は，月割計算により退学

する日の属する月の翌月以降に納付すべき授業料の全額を免除することができる。

（除籍による免除）

第１１条 次の各号のいずれかに該当する場合は，その者に係る未納の授業料の全額を免

除することができる。

(1) 死亡又は行方不明により除籍した場合

(2) 入学料又は授業料の未納を理由として除籍した場合
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（免除の申請）

第１２条 授業料の免除を受けようとする者は，別記第４号様式の授業料免除許可申請書

に次の各号に掲げる書類を添付して，各期分について当該授業料の納付期限までに学長

に申請しなければならない。ただし，前２条の規定による授業料の免除については，申

請を要しない。

(1) 第９条各項のいずれかに該当する場合は，家計調査書及び所得証明書

(2) 第９条第２項第１号に該当する場合は，死亡証明書又はり災証明書

(3) 第９条第２項第２号に該当する場合は，申請の事由を証明する書類

(4) 第９条の３に該当する場合は，大学院修学休業又は自己啓発等休業の許可を証明す

る書類

(5) 第９条の４に該当する場合は，名簿登載期間延長制度の許可を証明する書類

(6) 第９条の５に該当する場合は，５年以上の社会経験を有することがわかる書類及び

所有している教員免許状を証明する書類

(7) その他本学が必要と認める書類

２ 第９条の２の規定による授業料の免除を受けようとする者は，別記第２号様式の大学

等における修学の支援に関する法律による授業料等減免の対象者の認定に関する申請書

を学長に申請しなければならない。ただし，機構の給付型奨学金の在学採用に申請する

者については，本学の定める募集期間内に学長に申請しなければならない。

第５章 授業料の徴収猶予

（徴収猶予）

第１３条 本学の学生で，次の各号のいずれかに該当する場合は，授業料の徴収を猶予す

ることができる。

(1) 経済的理由により納付期限までに授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と認

められる場合

(2) 行方不明の場合

(3) 学生又は学資負担者が風水害等の災害を受けたことにより納付期限までに授業料の

納付が困難であると認められる場合

(4) その他やむを得ない事情があると認められる場合

２ 授業料の徴収猶予の期間は，当該年度を超えない期間とし，許可の都度定める。

（月割分納）

第１４条 授業料の徴収猶予を申請している者で，特別の事情があると認められる場合は，

授業料の月割分納を許可することができる。

２ 月割分納を許可された者は，授業料年額の12分の１に相当する額を毎月15日までに納

付しなければならない。ただし，当該納付期限が休業期間中にある場合は，当該休業期

間の始まる日の前日までに納付しなければならない。

（徴収猶予の申請）

第１５条 授業料の徴収猶予を受けようとする者は，別記第４号様式の授業料徴収猶予許

可申請書に次の各号に掲げる書類を添付して，各期分について当該授業料の納付期限ま

でに学長に申請しなければならない。

(1) 家計調査書（第13条第１項第２号に該当する場合を除く。）
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(2) 所得証明書（第13条第１項第２号に該当する場合を除く。）

(3) 第13条第１項第２号又は第４号に該当する場合は，申請の事由を証明する書類

(4) 第13条第１項第３号に該当する場合は，り災証明書

(5) その他本学が必要と認める書類

第６章 寄宿料の免除

（特別な事情による免除）

第１６条 学生又は学資負担者が風水害等の災害を受けたことにより寄宿料の納付が著し

く困難であると認められる場合は，風水害等の発生した日の属する月の翌月から起算し

て６月間の範囲において，納付すべき寄宿料の全額を免除することができる。

（除籍による免除）

第１７条 次の各号のいずれかに該当する場合は，その者に係る未納の寄宿料の全額を免

除することができる。

(1) 死亡又は行方不明により除籍した場合

(2) 入学料又は授業料の未納を理由として除籍した場合

（免除の申請）

第１８条 寄宿料の免除を受けようとする者は，別記第５号様式の寄宿料免除許可申請書

に次の各号に掲げる書類を添付して，風水害等の発生した日の属する月の翌月の末日ま

でに学長に申請しなければならない。ただし，第17条の規定による寄宿料の免除につい

ては，申請を要しない。

(1) 家計調査書

(2) 所得証明書

(3) り災証明書

(4) その他本学が必要と認める書類

第７章 許可の取消し

（入学料の免除等に係る許可の取消し）

第１９条 学長は，入学料の免除又は徴収猶予を許可した後，当該許可の申請に虚偽の事

実が判明した場合は，学生委員会の議に付し，その許可を取り消すことができる。

（授業料の免除等に係る許可の取消し）

第２０条 学長は，授業料の免除若しくは徴収猶予又は寄宿料の免除を許可した後，次の

各号のいずれかに該当する場合は，学生委員会の議に付し，その許可を取り消すことが

できる。

(1) 当該許可の申請に虚偽の事実が判明した場合

(2) 当該許可の事由が消滅した場合

第８章 雑則

（細則）

第２１条 この規程に定めるもののほか，この規程の実施に関し必要な事項は，学長が別

に定める。

附 則

この規程は，平成16年４月１日から施行する。

附 則（平成16年規程第103号（平成16年12月10日））



- 7 -

この規程は，平成16年12月10日から施行する。

附 則（平成21年規程第１号（平成21年２月12日））

この規程は，平成21年４月１日から施行する。

附 則（平成22年規程第７号（平成22年１月13日））

この規程は，平成22年４月１日から施行する。

附 則（平成26年規程第24号（平成26年９月18日））

この規程は，平成27年４月１日から施行する。

附 則（平成27年規程第10号（平成27年３月20日））

この規程は，平成27年４月１日から施行する。

附 則（平成27年規程第37号（平成27年６月８日））

この規程は，平成27年６月８日から施行し，平成27年度授業料免除申請者から適用する。

ただし，この規程による改正後の上越教育大学入学料等免除及び徴収猶予規程第９条の４

の規定は，平成28年度授業料免除申請者から適用する。

附 則（平成29年規程第８号（平成29年３月13日））

この規程は，平成29年４月１日から施行する。

附 則（令和２年規程第23号（令和２年７月８日））

この規程は，令和２年７月８日から施行する。

附 則（令和３年規程第６号（令和３年２月３日））

この規程は，令和３年２月３日から施行する。

附 則（令和３年規程第７号（令和３年２月３日））

この規程は，令和３年４月１日から施行する。
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別記第１号様式（第４条関係）

入学料免除許可申請書

年 月 日

上越教育大学長 殿

所 属

年 月入学

本 人 氏 名

父母又は配偶者等氏名

住 所

下記により， 年度入学料の免除の許可を受けたく，必要書類を添えて申請

します。

記

理由（該当番号に○印を付すこと。）

(1) 経済的理由等のため（第３条第１号該当）

(2) 死亡のため（第３条第２号該当）

(3) り災のため（第３条第２号該当）

(4) 死亡又はり災に準ずる事由のため（第３条第３号該当）
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別記第２号様式（第４条関係）

大学等における修学の支援に関する法律による

授業料等減免の対象者の認定に関する申請書

年 月 日

上越教育大学長 殿

私は，上越教育大学（以下，「貴学」という。）に対し，大学等における修学の

支援に関する法律による授業料等減免の対象者としての認定を申請します。

申請にあたって，私は以下の事項を確認し，理解しています。

◆ この申請書の記載事項は事実と相違ありません。なお，申請書の記載事項に

事実と相違があった場合，認定を取り消され，減免を打ち切られることがある

とともに，在学する学校から減免を受けた金額の支払を求められることがある

ことを承知しています。

◆ 授業料等減免の対象者の認定手続きにおいて，独立行政法人日本学生支援機

構（以下，「機構」という。）を通じ，貴学が機構の保有する私の給付奨学金に

関する情報の送付を受けること，及び機構が貴学の保有する私の授業料等減免

等に関する情報の送付を受けることに同意します。

◆ 現在，他の学校において，大学等における修学の支援に関する法律による授

業料等減免を受けておらず，当該授業料等減免の対象者の認定申請中でもあり

ません。

※ 以下のすべての項目を申請者本人が記入してください。（*を附した項目につ

いては，該当者のみ記入すること。）

フリガナ

申 氏 名 入学年月 年 月入学

請

者 生年月日 （西暦） 年 月 日生 （ 歳）

〒 －

現住所 都道 市区

府県 町村

所属学部・ 学籍番号
学科等

学 年
昼間・夜間・通信 □昼（昼夜開講を含む） □夜
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の別 □通信

過去に本制度の支援を受 （学校名） （期間／月数）

けた学校名，期間（*） 年 月～ 年 月／ 月

過去に本制度の入学金減免を受けたことがありますか。 ある ・ ない

日本学生支援機構の給付奨学金に関する情報

（いずれかの□に✓印を付け，右欄に該当する番号を記載してください。）

※予約採用の採用候補者は，機構からの通知のコピーを添付すること

□ 予約採用の申込を行った者

【給付奨学金の申込の受付番号

（採用候補者となっていれば登録

番号，給付奨学生となっていれば

奨学生番号）】

□ 在学採用の申込を行った者

【給付奨学金の申込の受付番号

（給付奨学生となっていれば奨学

生番号）】
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別記第３号様式（第７条関係）

入学料徴収猶予許可申請書

年 月 日

上越教育大学長 殿

所 属

年 月入学

本 人 氏 名

父母又は配偶者等氏名

住 所

下記により， 年度入学料の徴収猶予の許可を受けたく，必要書類を添えて

申請します。

記

理由（該当番号に○印を付すこと。）

(1) 経済的理由等のため（第６条第１項第１号該当）

(2) 死亡のため（第６条第１項第２号該当）

(3) り災のため（第６条第１項第２号該当）

(4) その他の理由のため（第６条第１項第３号該当）
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別記第４号様式（第12条関係）

授業料免除許可申請書

年 月 日

上越教育大学長 殿

所 属

年 月入学

本 人 氏 名

父母又は配偶者等氏名

住 所

下記により， 年度 期分の授業料の免除の許可を受けたく，必要書類を

添えて申請します。

記

理由（該当番号に○印を付すこと。）

(1) 経済的理由等のため（第９条第１項該当）

(2) 死亡のため（第９条第２項第１号該当）

(3) り災のため（第９条第２項第１号該当）

(4) 死亡又はり災に準ずる事由のため（第９条第２項第２号該当）

(5) 大学院修学休業制度又は自己啓発等休業制度による修学のため（第９条の

３該当）

(6) 教員採用候補者名簿登載期間延長等の特例措置による修学のため（第９条

の４該当）

(7) ５年以上の社会経験を有し，教員免許状を所有するため（現職教育のため

任命権者の命により派遣される現職教員を除く）（第９条の５該当）
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別記第５号様式（第15条関係）

授業料徴収猶予許可申請書

年 月 日

上越教育大学長 殿

所 属

年 月入学

本 人 氏 名

父母又は配偶者等氏名

住 所

下記により， 年度 期分の授業料の徴収猶予の許可を受けたく，必要書

類を添えて申請します。

記

理由（該当番号に○印を付すこと。）

(1) 経済的理由等のため（第13条第１項第１号該当）

(2) 行方不明のため（第13条第１項第２号該当）

(3) り災のため（第13条第１項第３号該当）

(4) その他の理由のため（第13条第１項第４号該当）

（注） (2)の理由による場合は，本人氏名の下に代理人氏名と表示し，その代理人

の氏名及び本人との続柄を記載すること。
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別記第６号様式（第18条関係）

寄宿料免除許可申請書

年 月 日

上越教育大学長 殿

所 属

年 月入学

本 人 氏 名

父母又は配偶者等氏名

住 所

下記により， 年 月から 年 月までの寄宿料の免除の許可を

受けたく，必要書類を添えて申請します。

記

理由 り災のため（第16条該当）


